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(57)【要約】
【課題】溶融シリカ原料を含有する不定形耐火物におい
て、耐熱衝撃性を向上させる。
【解決手段】耐火原料１００質量％に占める割合で、粒
径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料を１０質量％以上４０質
量％以下、粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料を４０質量％
以上７０質量％以下含有する不定形耐火物。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐火原料１００質量％に占める割合で、粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料を１０質量％
以上４０質量％以下、粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料を４０質量％以上７０質量％以下含
有する不定形耐火物。
【請求項２】
　前記耐火原料１００質量％中に占める割合で、前記粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料の
含有量は２０質量％以上３５質量％以下、前記粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料の含有量は
５０質量％以上６０質量％以下である請求項１に記載の不定形耐火物。
【請求項３】
　前記耐火原料１００質量％に占める割合で、粒径０．１ｍｍ以上１ｍｍ未満のアルミナ
原料を２０質量％以上３５質量％以下含有する請求項１又は２に記載の不定形耐火物。
【請求項４】
　溶融シリカ原料及びアルミナ原料以外の前記耐火原料の残部は、結合材、シリカ超微粉
、マグネシア原料、スピネル原料、ムライト原料及びアンダルサイト原料の少なくとも一
つからなる請求項１から３のいずれかに記載の不定形耐火物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶融シリカ原料を含有する不定形耐火物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　不定形耐火物においては、亀裂や剥離を抑制するために耐熱衝撃性を向上させることが
重要である。従来、例えば誘導炉用内張不定形耐火物において耐熱衝撃性を向上させるた
めに、溶融シリカ原料を用いる技術が知られている（例えば、特許文献１参照）。
　また、粗粒、中間粒、微粉の混合系からなる溶融シリカ原料を使用することで、耐熱衝
撃性を向上させる技術も知られている（例えば、特許文献２参照）。
【０００３】
　前述のとおり、溶融シリカ原料を使用することで耐熱衝撃性は向上するが、溶融シリカ
原料を多量に含有すると耐食性が低下する問題がある。配合設計においては、溶融シリカ
原料の含有量は制限されている中で所定の耐熱衝撃性を付与させる必要があり、溶融シリ
カ原料を含有する不定形耐火物においてもいまだに耐熱衝撃性を向上させる要求があった
。
【０００４】
　また、不定形耐火物の多くは、熱衝撃もしくは外力により亀裂が入るが、その後も使用
されるのが一般的である。この場合、脆性的な材料であると破壊が急激に進み十分な耐用
性が得られない。このため、破壊エネルギーを向上させることが重要である。
　破壊エネルギーを向上させる技術としては、金属繊維を使用する技術が知られている（
例えば、特許文献３参照）。
　しかしながら、使用条件が高温である場合、金属繊維が溶融もしくは酸化し、スラグの
進入を誘発する問題がある。このため、金属繊維を使用しない材料において、破壊エネル
ギーを向上させる要求があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－１８２２５４号公報
【特許文献２】特開２０００－１０３６８４号公報
【特許文献３】特許第第６２０４０９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、溶融シリカ原料を含有する不定形耐火物において、
耐熱衝撃性及び破壊エネルギーを向上させることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この課題を解決するために本発明者らは、粒径１ｍｍ未満の原料で構成されるマトリク
スと粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料との関係に注目して検討を重ねた結果、本発明の不
定形耐火物を想到するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明の一観点によれば次の不定形耐火物が提供される。
　耐火原料１００質量％に占める割合で、粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料を１０質量％
以上４０質量％以下、粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料を４０質量％以上７０質量％以下含
有する不定形耐火物。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の不定形耐火物においては、骨材として低膨張性の１ｍｍ以上の溶融シリカ原料
とマトリクスとして高膨張性の１ｍｍ未満のアルミナ原料とが特定の量的バランスで共存
することにより、不定形耐火物の加熱冷却に伴い組織内で残留応力が高くなり、場合によ
っては図１のようにマイクロクラック（微亀裂）が生じる。このため、本発明の不定形耐
火物は組織内で微細な破壊を生じやすい状態となり、亀裂が集中しにくい状態となる。こ
れにより、亀裂の進展が局所化することを防ぐことができ、不定形耐火物の耐熱衝撃性及
び破壊エネルギーが向上する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明に係る不定形耐火物に所定量の水を加えて混練し、２３０×１１４×６５
ｍｍ形状の硬化体を作製し、養生後、１１０℃で２４ｈの熱処理により乾燥し、その後１
０００℃で３ｈ焼成した後の組織写真の一例。
【図２】荷重－変位曲線の一例（実施例１）。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の不定形耐火物は、耐火原料として、粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料と、粒径
１ｍｍ未満のアルミナ原料とを含有する。
【００１２】
　粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料の含有量は、耐火原料１００質量％に占める割合で１
０質量％以上４０質量％以下である。粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料の含有量が１０質
量％未満では、組織が脆性化して耐熱衝撃性が低下する。一方、粒径１ｍｍ以上の溶融シ
リカ原料の含有量が４０質量％を超えると、強度が低下して十分な破壊エネルギーが得ら
れない。粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料の好ましい含有量は、耐火原料１００質量％に
占める割合で２０質量％以上３５質量％以下である。
　なお、本発明の不定形耐火物は耐火原料として粒径１ｍｍ未満の溶融シリカ原料を含有
することもできる。
【００１３】
　粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料の含有量は、耐火原料１００質量％に占める割合で４０
質量％以上７０質量％以下である。粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料の含有量が４０質量％
未満又は７０質量％超では、粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料との量的バランスが損なわ
れ、前述した耐熱衝撃性の向上効果が得られない。粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料の好ま
しい含有量は、耐火原料１００質量％に占める割合で５０質量％以上６０質量％以下であ
る。
　また、粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料のうち粒径０．１ｍｍ以上１ｍｍ未満のアルミナ
原料の含有量は、前述した耐熱衝撃性の向上効果を増大させる点から、耐火原料１００質
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量％に占める割合で２０質量％以上３５質量％以下であることが好ましい。
　なお、本発明の不定形耐火物は耐火原料として粒径１ｍｍ以上のアルミナ原料を含有す
ることもできる。
【００１４】
　本発明の不定形耐火物において溶融シリカ原料及びアルミナ原料以外の耐火原料の残部
は、結合材、シリカ超微粉、マグネシア原料、スピネル原料、ムライト原料及びアンダル
サイト原料の少なくとも一つとすることができる。結合材としては典型的にはアルミナセ
メントを使用するが、このほかにも水硬性遷移アルミナ、ポルトランドセメント、マグネ
シアセメント、ケイ酸塩、リン酸塩等の、不定形耐火物の結合材として一般的に使用され
ているものが使用可能である。また、結合材の一部又は全部は、マグネシア微粒（具体的
には粒径が７５μｍ以下のマグネシア微粉）とシリカ超微粉との組み合わせにより凝集性
の結合部を形成するものとしてもよい。
【００１５】
　本発明の不定形耐火物は、耐火原料以外に、分散剤、硬化調整剤等の、不定形耐火物に
一般的に使用されている各種添加剤を含有することができる。また、本発明の不定形耐火
物は、不定形耐火物に一般的に使用されている大粗粒（粒径１０～３０ｍｍ程度）を含有
することもできる。なお、本発明の不定形耐火物において大粗粒は耐火原料に含まれない
ものとする。すなわち、本発明の不定形耐火物において大粗粒は耐火原料１００質量％に
対して外掛けで添加するものとする。さらに、不定形耐火物には、金属粉、金属繊維、有
機繊維等の副原料を添加することがあるが、本発明の不定形耐火物においてこれらの副原
料も耐火原料に含まれないものとし、耐火原料１００質量％に対して外掛けで添加するも
のとする。
【００１６】
　以上説明した本発明の不定形耐火物は、例えば、コークス炉、熱風炉、廃棄物溶融炉等
に適用可能である。
【実施例】
【００１７】
　表１に本発明の実施例及び比較例の原料配合と評価結果を示している。実施例及び比較
例における評価項目と評価方法は以下のとおりである。なお、表１中、「その他」とは分
散剤、硬化調整剤等であり、その配合量は耐火原料１００質量％に対する外掛けの質量％
で示している。
【００１８】
＜破壊エネルギー＞
　各例に所定量の水を加えて混練し、型枠に鋳込んで４０×４０×１６０ｍｍ形状の硬化
体を作製した。そして、硬化体を養生した後、１１０℃で２４ｈの熱処理により乾燥し、
その後１４００℃で３ｈの熱処理により焼成したものを試験片として用いた。各試験片を
三点曲げ試験に供し、得られた荷重－変位曲線より破壊エネルギーを求めた。図２に荷重
－変位曲線の一例として実施例１の荷重－変位曲線を示している。
　表１では実施例１の破壊エネルギーを１００として指数化した破壊エネルギー指数で示
した。この破壊エネルギー指数が大きいほど破壊エネルギーが高いということである。な
お、破壊エネルギーが耐熱衝撃性を評価する一指標であることは周知のとおりである。
【００１９】
＜耐熱衝撃性＞
　各例に所定量の水を加えて混練し、型枠に鋳込んで２３０×１１４×６５ｍｍ形状の硬
化体を作製した。そして、硬化体を養生した後、１１０℃で２４ｈの熱処理により乾燥し
、その後１０００℃で３ｈの熱処理により焼成したものを試験片として用いた。この試験
片を用いて加熱と冷却を繰り返し、亀裂の発生状況を観察した。具体的には、２３０×６
５ｍｍ面をガスバーナーで１６００℃に５分間で昇温し、１０分間保持してから１０分間
放冷する操作を２回繰り返して亀裂の発生状況を観察した。表１では、亀裂の発生が軽微
であった場合を○（良）、やや大きな亀裂が発生した場合を△（可）、大きな亀裂が発生
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した場合を×（不良）と表記した。
【００２０】
＜総合評価＞
　以下の基準により、○（良）、△（可）、×（不良）の３段階で評価した。
　○（良）：破壊エネルギー指数が９０以上、かつ耐熱衝撃性が○の場合。
　△（可）：破壊エネルギー指数が６０以上９０未満、かつ耐熱衝撃性が〇又は△の場合
。
　×（不良）：破壊エネルギー指数が６０未満、又は耐熱衝撃性が×の場合。
【００２１】
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【表１】

【００２２】
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　表１に示しているように本発明の範囲内にある実施例１～１２は、耐熱衝撃性の評価が
○（良）又は△（可）で良好であり、総合評価も良好であった。
【００２３】
　比較例１は粒径１ｍｍ未満のアルミナ原料が少ない例、比較例２は粒径１ｍｍ未満のア
ルミナ原料が多い例である。粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料との量的バランスが損なわ
れ、前述した本発明による耐熱衝撃性の向上効果が得られなかった結果、耐熱衝撃性は不
十分であった。
【００２４】
　比較例３は粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料が少ない例である。十分な強度が得られ破
壊エネルギーも高かったが、組織が脆性化して耐熱衝撃性が低下した。
　比較例４は粒径１ｍｍ以上の溶融シリカ原料が多い例である。強度が低下して十分な破
壊エネルギーが得られなかった。

【図１】

【図２】
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